様式３

令和４年　　月　　日　
広　島　市　長

住所（所在地）
商号又は名称

代表者職氏名　
広島市小規模事業所介護人材育成支援事業
委託業務企画提案書
「広島市小規模事業所介護人材育成支援事業委託業務」について、次　のとおり提案します。
１　方針及び体制
⑴　運営方針

⒜　本市が定める業務目的の理解及び運営方針
⑵　管理体制
⒝　指揮命令・責任体制
⒞　業務責任者の能力・実績（資格や経験内容・年数等）
⒟　能力・実績を有する職員の雇用
２　業務の運営
⑴　実施体制
⒠　円滑な業務実施のための人員配置、欠員時の対応等
　
　　⒡　業務内容の記録（アンケート等の法人内部用）の方法・内容・頻度
　
⒢　業務内容の本市への報告の方法・内容・頻度
⑵　企画
⒣　基本仕様書６⑵の研修内容における研修企画
	研修番号
	科目
	研修名（内容）
	講師
番号

	1
	
	
	

	2
	
	
	

	3
	
	
	

	4
	
	
	

	5
	
	
	


※　科目には、基本仕様書６⑵の研修科目(ｱ)～(ｹ)を記載してください。
※　講師番号には、研修を担当するすべての講師の講師番号（⒥に記載の番号）を記載してください。
※　必要に応じて、適宜行を追加してください。また、他に項目を追加していただいても構いません。
※　本様式への記載が難しい場合は、別紙として貴法人の様式等を使用していただいても構いません。
⒤　合同研修で実施すべきと考える研修科目
　（座学の場合）
研修番号：

理　　由：
（実技の場合）
研修番号：
理　　由：
※　合同研修で実施する研修を⒣から選択し、当該研修の研修番号を記入してください。
※　必要に応じて、適宜行を追加してください。
  ⒥　⒣の研修企画に対応した講師の確保
	講師番号
	氏名
	所属法人
	講師歴
	資格

	①
	
	
	
	

	②
	
	
	
	

	③
	
	
	
	

	④
	
	
	
	

	⑤
	
	
	
	


※　必要に応じて、適宜行を追加してください。また、他に項目を追加していただいても構いません。
※　本様式への記載が難しい場合は、別紙として貴法人の様式等を使用していただいても構いません。
⒦　概算事業費で実施可能な研修回数
　　　令和４年度：概算事業費4,790,000円・・・　　　　回（内、合同研修　　　回）

令和５年度：概算事業費7,410,000円・・・　　　　回（内、合同研修　　　回）

令和６年度：概算事業費7,410,000円・・・　　　　回（内、合同研修　　　回）
⒧　小規模事業所が応募しやすいか（募集方法や研修可能日時、オンライン形式での実施等）（下記ア～オについて記載してください）。
　ア　募集方法（ネット申込や郵送、FAX等）
　
イ　土日や夜間での実施の可否
ウ　オンライン形式での実施に当たり使用できるWeb会議ツール（例：Zoom、Microsoft Teams ）
エ　オンライン形式での研修等の開催実績
オ　その他、小規模事業所の応募をしやすくする取組
⒨　本事業の効果的かつ具体的な広報計画
⒩　積算内訳
　※　基本仕様書８⑴・⑵の各項目に沿って、具体的に記載してください。
⒪　小規模事業所の負担となる個別研修の講師謝礼金・講師交通費、資料・教材費等の金額（その他についてあれば記載し、適宜、行を追加してください。また、小規模事業所から必ずしも徴収する必要はありませんが、徴収しない場合であっても委託料（基本仕様書８参照）に含むことはできません。）
　※ 市負担分（基本仕様書６⑷ア参照）を含めた金額を記載してください。
講師謝礼金：最低　　　　　円～最高　　　　　円
講師交通費：広島市内往復　最高　　　　　円
資料・教材費：最低　　　　　円～最高　　　　　円
そ　の　他：（　　　　　 　　）最低　　　　　円～最高　　　　　円
　　　　　　　 （　　　　　 　　）最低　　　　　円～最高　　　　　円
⑶　情報セキュリティ、個人情報保護
⒫　業務に関する個人情報の管理方法や管理体制及び従事者に守秘義務を徹底させる方法
　⑷　業務実績
　　⒬　過去３年間における受託業務の内容・規模
　３　広島広域都市圏の発展
⒭　広島広域都市圏全体の発展のための工夫
　４　その他
⒮　本業務の効果を高める提案
受託候補者特定基準をもとに作成してください。なお、企画提案書⒜~⒮は受託候補者特定基準の評価項目⒜~⒮に対応しています。（本市への提出の際は、この文言を枠ごと削除してください。）
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